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1 は じ め に

農業経営の安定的発展のために,個別経営は,有効な物

的 財務的情報を持つことが必要であり,財務的情報が有
する安全性や分析性能は,会計計算の方法で大きく異なる

場合がある。

そこで,本研究は議論の多い棚卸資産評価法のうち,未

販売農産物 ,特に長期に渡る販売活動のために収穫後「製

品」として貯蔵され次年度に繰り越される農産物 (リ ンゴ

ミカンなど)の評価法を,東北リンゴ農家 (青森,一部岩

手)の実施からモデル化して,財務会計論の立場から検討

する。なお,畜産物は一般作物のように一時期に集中した

明確な収穫期のない持続的生産であり,多 くは生産終了

(収穫)と ともに販売されるので,「製品在庫Jの期間が

ない。また,家畜評価は原則として原価法によるべきだと

いう見解を筆者はとり,これについては新井
1)が詳しいの

で,家畜の棚卸資産評法はここでは取り扱わない。

2 未販売農産物の適切な会計計算について

(1)モデル農家による計算例

表 1において,生産年度の収益は変動し,費用は順次増

加するものとする。表 2の事業年度の売上高は,表 1の生

産度の収益が相前後する事業年度に三分されその各々三分

された前年度産農産物と当年度産農産物とによる収益を合

計したものとし,事業年度の購入 (支払)高は生産年度の

費用とそれぞれ一致するものとして,データを作成した。

未販売農産物の評価法には三つあり,第 1は原価基準で,

売上原価は期首有高に購入 (支払)高を加え期末有高を差

し引いて算出し,収益は販売をもって言十上する方法である。

第 2は ,時価基準で,原価基準との差異は売上原価の算出

過程において,期首 期末有高を時価評価することにある。
第 3は ,収穫基準で,実務上は,過年度農産物販売差損益

に,当年度産農産物売上高と収穫時時価評価による期末有

高との合計額から購入 (支払)高を差し引いた価額を加え

て,利益を算出する方法である。

これらの評価法により算出される利益を相互比較した結

果,かなりの差が認められる。第 1年度では,原価基準の

利益260万 円に対して,時価基準で160万 円,収穫基準で

143万円の未実現利益が計上され,第 2年度では,原価基

準の利益320万円に対して,時価基準で△160万円,収穫

基準で△150万円の未実現損失が計上される。第 3年度の

ように,期首有高と期末有高とが等しくなるような事業年

度のみ,各評価法はほぼ等しい利益を計上するに過ぎない。

つまり,第 1点として,時価基準や収穫基準による市場

価格評価の損益計算は,原価基準による損益計算に対して ,

通常,未実現利益又は末実現損失を計上せざる得ないこと

になる。等 2点として,生産年度の収益の半分か計上され

る時期に事業年度の区切りがあると,表 2のように ,原価

基準によって計上される利益変動は時価基準 収穫基準に
よる利益変動と比較して小さくなり,各事業年度で相対的

に均等化した利益が計上されることになる。

表 1 生産年度の収益 費用 利益 (単位 :万円)
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査報告Jを 参考にして 成国山積 170aの リンゴ生産農家のモデルを
作成した.
2)次年度への繰越農産物は期末布●.〈 時価 )と 等しい価額で販売され
るとする

わ 収l■時価は延味時価よう10ヽ 低いとする.
4)妹価基準の第 14庶期首布高は200カ ,1と する。
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0)評価法の妥当性

以上のことより,「損失の発生は見逃すべからず,利益

の予想は計上すべからず」という保守主義の原則を理論的

裏付けの範囲内で考慮に入れながら,評価法の妥当性につ

いて検討する。

最初に,未実現利益計上の問題では,貯蔵リンゴの不確

実な見積収益と販売過程を経た現金・債権などを裏付けに

する利益とは明確に異なるから,未実現利益と実現利益と

を分離せずに財務諸表上に表すことは,財務的安全性のう

えで,特に財務諸表を用いて資金運用計画等を作成する場

合などにおいて,危険であり,不適切である。

次に未実現損失計上の問題では,財務諸表に表されてい

る禾」益が実現した利益よりも少ないので,表されていない

利益については,確認が不十分なままに取り扱うなどにし

て経営外部への不用意な資金流出となりがちであるから,

未実現利益を算出しない評価法の方が適切である。

最後は,財務的堅実性 安全性を高めるために,各期間
で均分利益を計上する問題である。

0)期間的平均計算
均分利益計上が殊に必要である共同経営についてみると,

共同経営の本質をなす「協同意欲」はきわめて個人差があ

り,また不安定でもあるので,構成員の結合維持のために

は安定した経済的基礎が必要であると言われている。

実際,組織の結合維持や生活費保障のために,収益の少

ない年度でも欠損を出してまで出役賃金を支払うような事

例がし
`ま

し
`ざ

最 けられる。また,共同経営開始時点では ,

出資 出役に応じた配当 出役賃金を定めているが,損益
に大きな変動があれば,配当と出役賃金への分配をめぐっ

て経営内に紛争を招く結果となる。つまり,共同経営では

損益変動による種々の問題が生じやすいので,永続的経営

体であるためには財務的堅実性 安全性が特に必要であり,
期間的平均計算がこの目的を高度にみたす限り,会計理論

もできるかぎり,これに即応して仕組まなければならない。

そこで,現実的方法としては,次の二つが考えられる。

第 1は ,当期純利益又は純損失の処分 処理過程において
均等化を図る方法である。第 2は ,収益及び費用の計上,

すなわち,当期純損益の算出過程において均等化を図る方

法である。なお,これからの方法は,政策に陥らぬよう,

常に,会計理論の裏付けができる限度内にとどめるべきで

ある2)。

この第 2法に当たるのが,未販売農産物利用による均分

利益の計上である3)。 すなわち,計算例では,表 2の原価

基準による損益計算の利益変動の方が,表 1の生産年度に

よる損益計算の利益変動よりも少さくなり,各期間でより

利益の均分計上が図られているのがわかる。つまり,未販

売農産物を原価基準で評価することを前提として,生産年

度の収益の半分が計上される時期に事業年度の区切りを設

けて会計計算を行なうと,利益の期間的均分計上の目的が

達せられる結果になる。

3  お わ  り に

以上をまとめると,第 1に ,期首 期末有高の差額 ,資
金運用額 ,経営規模 ,社会的積仕 ,構成員数が大であるは

ど,原価基準による未販売農産物評価と期間的平均計算が

財務的堅実性 ‐安全性の上から適切であるといえる。逆の

場合は,会計計算は費用行為であるから,期間的平均計算

にあまり董きをおかずに,時価基準や収穫基準でかまわな

いといえる。第 2に ,財務会計の立場から原価基準が望ま

しい場合を提示したが,現行所得税法は評価法を収穫基準

しか認めていない。つまり,税法は原則として原価基準を

採用しているが,農家は記帳慣習があまりないなどの理由

により未販売農産物について収穫基準で課税し,記帳能力

のある青色中告農家や記帳義務農家に対しても原価基準を

認めないのである。このことは税法の趣旨からみて一貫性

を欠くように思われるし,ま た,今後農家も原価計算がで

きると自他共に認められるように,記帳 会計技術に習熟
して行く必要があるように思う。
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